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レポート  自治体への RPA 導入をめぐる官民の動き

平
成
30
年
は
地
方
自
治
体
へ
の
R
P
A

導
入
に
向
け
た
動
き
が
活
発
化
し
、「
自

治
体
R
P
A
元
年
」
と
呼
ぶ
関
係
者
も

い
る
。
そ
し
て
、
こ
の
動
き
は
こ
こ
し
ば

ら
く
続
く
見
込
み
だ
。
こ
こ
で
は
自
治
体

へ
の
R
P
A
導
入
を
め
ぐ
る
官
民
の
動

き
を
整
理
し
て
み
た
い
。

「
破
壊
的
技
術
」
を
活
用
し

自
動
化
・
省
力
化
を
図
る

現
在
、
地
方
自
治
体
へ
の
R
P
A
導

入
の
バ
ッ
ク
ボ
ー
ン
と
な
っ
て
い
る
の
は
、

総
務
省
「
自
治
体
戦
略
2
0
4
0
構
想

研
究
会
」
の
一
次
報
告
（
30
年
4
月
）・

二
次
報
告
（
同
7
月
）
で
あ
る
。

報
告
は
、
日
本
の
人
口
の
減
少
・
高
齢

化
が
ピ
ー
ク
を
迎
え
る
2
0
4
0
年
ご

ろ
に
か
け
て
「
内
政
上
の
危
機
」
が
起
こ

る
と
予
測
。
こ
の
危
機
に
対
す
る
施
策
を

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
、
自
治
体
行
政
を

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
（
O
S
）
に

た
と
え
、
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
最
大
限
、

効
果
を
発
揮
す
る
た
め
に
、
O
S
（
自
治

体
行
政
）
を
書
き
換
え
る
必
要
性
を
訴
え

る
。
そ
の
う
え
で
、「
O
S
書
き
換
え
」

に
当
た
っ
て
の
課
題
と
し
て
、
以
下
の
4

点
を
提
起
し
た
。

•
ス
マ
ー
ト
自
治
体
へ
の
転
換

•
公
共
私
に
よ
る
く
ら
し
の
維
持

•
圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
二
層
性
の
柔
軟
化

•
東
京
圏
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

R
P
A
に
つ
い
て
は
、最
初
の
「
ス
マ
ー

ト
自
治
体
」
に
関
連
し
て
、
こ
う
言
及
さ

れ
て
い
る
。

「
自
治
体
の
経
営
資
源
が
制
約
さ
れ
る

中
、
法
令
に
基
づ
く
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
的

確
に
実
施
す
る
に
は
、
破
壊
的
技
術

（D
isruptive T

echnologies

）（A
I

や
ロ
ボ

テ
ィ
ク
ス
、
ブ
ロ
ッ
ク
チ
ェ
ー
ン
な
ど
）

を
積
極
的
に
活
用
し
て
、
自
動
化
・
省
力

化
を
図
り
、
よ
り
少
な
い
職
員
で
効
率
的

に
事
務
を
処
理
す
る
体
制
の
構
築
が
欠
か

「
ス
マ
ー
ト
自
治
体
」へ
の
転
換
進
め
る
総
務
省

R
P
A
の「
大
衆
化
」を
め
ざ
す
業
界
団
体

レ
ポ
ー
ト  

自
治
体
へ
の
R
P
A
導
入
を
め
ぐ
る
官
民
の
動
き

せ
な
い
」
と
し
、
自
動
化
・
省
力
化
の
重

要
性
を
強
調
。

併
せ
て
、
情
報
シ
ス
テ
ム
や
申
請
様
式

の
標
準
化
・
共
通
化
に
よ
り
、
自
治
体
ご

と
の
情
報
シ
ス
テ
ム
へ
の
重
複
投
資
を
や

め
低
廉
化
を
図
る
必
要
性
も
指
摘
。ま
た
、

こ
う
し
た
標
準
化
・
共
通
化
を
実
効
的
に

進
め
て
い
く
た
め
の
新
た
な
法
律
の
必
要

性
に
ま
で
言
及
し
て
い
る
（
資
料
1
）。

全
国
の
自
治
体
に
広
が
る

R
P
A
導
入
の
動
き

目
覚
し
い
効
果
が
示
さ
れ
、
自
治
体
へ

の
R
P
A
導
入
の
機
運
を
高
め
た
の
は
、

総
務
省
所
管
の
補
助
事
業
「
業
務
改
革
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
だ
っ
た
。

同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
B
P
R
の
手
法

を
活
用
し
な
が
ら
業
務
改
革
に
取
り
組
む

編
集
部

スマート自治体
A市 B町

情報システム等の共通基盤（標準化）

現　状

カスタマイズ＝個別投資

A市 B町

職員による事務処理

情報システム等 情報システム等

労
働
力
制
約
の
下
で
も

本
来
の
機
能
を
発
揮

重
複
投
資
を

や
め
る

AI・ロボティクスによる
自動処理など

（総務省資料より）

●破壊的技術（AI・ロボティクス等）を使いこなす
　スマート自治体へ
■経営資源が大きく制約されることを前提に、従来の半分の職員でも自治
体が本来担うべき機能を発揮できる仕組みが必要。

■全ての自治体で、AI・ロボティクスが処理できる事務作業は全てAI・ロボ
ティクスによって自動処理するスマート自治体へ転換する必要。

●自治体行政の標準化・共通化
■標準化された共通基盤を用いた効率的なサービス提供体制へ。
■自治体ごとの情報システムへの重複投資をやめる枠組みが必要。円滑に
統合できるように、期限を区切って標準化・共通化を実施する必要。
➡自治体の情報システムや申請様式の標準化・共通化を実効的に進めるた
めには、新たな法律が必要となるのではないか。

■ 資料1　スマート自治体への転換
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自
治
体
を
支
援
す
る
こ
と
で
、
汎
用
性
の

あ
る
モ
デ
ル
を
構
築
、
そ
の
横
展
開
を
図

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
28
年
度
か
ら
実

施
さ
れ
て
い
る
。

熊
本
県
宇
城
市
は
、
29
年
度
、「
R
P
A

を
活
用
し
た
業
務
改
革
」
を
テ
ー
マ
に
こ

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
参
加
、
ふ
る
さ
と
納

税
業
務
に
R
P
A
を
導
入
し
た
。
そ
の

結
果
、
作
業
時
間
を
年
間
に
し
て

2
万
2
6
5
4
時
間（
職
員
11
・
8
人
分
）

削
減
で
き
る
と
の
推
計
を
明
ら
か
に
し
、

大
き
な
反
響
を
呼
ん
だ
。

同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
30
年
度
も
実
施
さ

れ
て
い
る
が
、
29
年
度
と
の
比
較
が
興
味

深
い
。
29
年
度
に
は
、
R
P
A
を
取
り
入

れ
て
い
る
事
業
は
、
7
事
業
中
、
宇
城
市

の
1
事
業
の
み
だ
っ
た
の
に
対
し
、
30
年

度
に
は
7
事
業
中
、
5
事
業
に
ま
で
増
え

て
い
る
の
だ
（
資
料
2
）。

こ
の
間
、
29
年
7
月
に
は
、
京
都
府
が

実
証
実
験
を
開
始
（
P
18
〜
20
参
照
）、

同
年
10
月
か
ら
は
茨
城
県
つ
く
ば
市
が
民

間
事
業
者
と
R
P
A
適
合
に
か
か
る
共

同
研
究
を
実
施
し
、
30
年
5
月
に
は
レ

ポ
ー
ト
を
公
表
し
て
い
る
。

29
年
か
ら
30
年
に
か
け
て
は
、
こ
れ
ら

「
先
進
事
例
」
以
外
に
も
、
R
P
A
導
入

の
動
き
が
全
国
の
自
治
体
に
広
が
っ
た

（
資
料
3
）。

A
I
・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
等
を
活
用
し
た

標
準
的
・
効
率
的
な
業
務
プ
ロ
セ
ス
構
築
へ

そ
し
て
総
務
省
で
は
、
31
年
度
に
「
自

治
体
行
政
ス
マ
ー
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
の

開
始
を
計
画
し
て
い
る
。

こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、「
自
治
体
行

政
の
様
々
な
分
野
で
、
団
体
間
比
較
を
行

い
つ
つ
、
A
I
・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
等
を
活

用
し
た
標
準
的
か
つ
効
率
的
な
業
務
プ
ロ

セ
ス
を
構
築
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
創

設
」
す
る
と
い
う
も
の
。
そ
の
経
費
1
・

4
億
円
が
先
ご
ろ
、
31
年
度
政
府
予
算
案

に
盛
り
込
ま
れ
た
。
さ
ら
に
自
治
体
の

A
I
・
R
P
A
導
入
を
促
進
す
る
「
革
新

的
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
処
理
技
術
推
進
事
業
」

も
、
30
年
度
第
二
次
補
正
予
算
に
計
上
さ

れ
た
。
予
算
総
額
3
・
9
億
円
の
う
ち

1
・
6
億
円
が
自
治
体
の
R
P
A
導
入

補
助
に
使
わ
れ
る
。
補
助
上
限
は
、
導
入

費
の
3
分
の
1
（
2
6
6
・
6
万
円
）
で
、

60
地
域
へ
の
補
助
を
予
定
。
総
務
省
で
は

今
後
2
年
間
で
、
計
3
0
0
地
域
へ
の

補
助
を
め
ざ
し
て
い
る
。

ま
た
自
治
体
ス
マ
ー
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

に
先
駆
け
、
30
年
9
月
に
は
、「
ス
マ
ー

ト
自
治
体
研
究
会
」（
地
方
自
治
体
に
お

け
る
業
務
プ
ロ
セ
ス
・
シ
ス
テ
ム
の
標
準

化
及
び
A
I
・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
の
活
用
に

■ 資料2　総務省・平成30年度「業務改革モデルプロジェクト事業」委託団体一覧

◆埼玉県深谷市／セルフサービス化による窓口業務改革事業
・申請書作成の迅速化、顔認識を用いた本人確認の自動化等にICT
ツール活用を検討

・ICTの活用により窓口業務の完全自動化を進め、市民がセルフサー
ビスで行政手続ができる環境を整備

・窓口自動化により業務を省力化するとともに、相談対応等市民
サービスの向上につながる業務への切替えを検討

●東京都足立区／全庁的な申請手続き等処理業務における
RPAを活用した業務改革
・大量処理が必要な業務を対象にRPA、AI・OCRの活用を検討し、
人口規模の大きな自治体での大量処理業務の省力化モデルを構築

・OCRで申請書を一括読み込みの上、RPAにより個々の業務システム
で同時に自動処理を行うシステムを構築し、処理時間の短縮を検討

●長野県塩尻市／保育業務改革プロジェクト
・保育園申請受付にRPA・OCRを、利用調整にAIを活用する実証実
験を実施し、精度や効果を検証

・他課においても大量データからマッチングを図る業務や問合せ回
答業務等活用の方向性を具体化し、職員が「人でなければならな
い業務」に注力できる環境を整備

◆静岡県掛川市／地方独立行政法人制度を活用した窓口業
務改革事業
・窓口関連業務における地方独立行政法人の活用を前提として、業
務範囲の検討、業務フローの見直しを実施

・周辺市町と業務共同化の可能性や広域連携における地方独立行政
法人の活用を検討

●大阪府泉大津市／泉大津市業務改革推進プロジェクト
・窓口担当課及び内部管理事務を担う会計課、人事課等を対象に、
現状分析、業務の「見える化」を実施し、ロボティクス、AI時代
における公共サービスのあり方を検討

・年度内を目標にRPA・AIパッケージを開発、複数自治体（6市を予
定）が参画し、他自治体での汎用性を検証

●和歌山県橋本市／RPA・AI・OCRによる窓口業務改革及
び県をまたぐ広域展開モデル推進事業 〜集約とネット
ワーク化〜
・同一システムを利用する他県自治体と広域連携し、RPA・AI・
OCRの活用を検討

・窓口業務の中でも特に長時間勤務の多い部署に重点的にRPA等の
活用対象業務を分析

・広域連携による窓口業務平準化を踏まえ、窓口関連業務における
地方独立行政法人（広域を含む）の設立を検討

●熊本県熊本市／Win-Winな窓口の実現（市民が利用しや
すく、職員も働きやすい窓口）
・窓口業務に、人型ロボットによる案内やAI-OCRによる紙申請の
データ化、RPAを用いた住基システムへのデータ連携等、工程ご
とに効果的なICT活用方法を分析し、他自治体でも汎用化できるモ
デルを構築

・繁忙期が異なる各種手続のシステム入力・審査環境を集約し、繁
閑に左右されない体制を構築の上、入力業務にアウトソーシング
を活用

●印は、事業にRPAを取り入れた事例
＜総務省資料を一部改変＞



地方公務員 安全と健康 フォーラム 2019.115
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RPAT社執行役員の中尾哲也さん

科
会
」
は
同
年
11
月
に
設
置
さ
れ
、

「
R
P
A
教
育
や
行
政
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
通
し
、
仮
想
知
的
労
働
者
（D

igital 
Labor

）
と
の
共
生
、
対
応
で
き
る
次
世

代
の
人
材
育
成
」
を
め
ざ
す
と
い
う
。
協

会
と
し
て
、
R
P
A
普
及
の
た
め
、
民
間

企
業
だ
け
で
な
く
、
国
・
地
方
自
治
体
な

ど
公
的
セ
ク
タ
ー
も
支
援
す
る
姿
勢
を
明

確
に
打
ち
出
し
た
形
だ
。

「
ロ
ボ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー
構
想
」

エ
ネ
コ
ム
社
の
取
り
組
み
と
は

協
会
や
分
科
会
と
し
て
の
具
体
的
活
動

は
こ
れ
か
ら
と
い
う
段
階
だ
が
、
会
員
企

業
に
よ
る
、
地
方
の
中
小
規
模
自
治
体
も

視
野
に
入
れ
た
「
大
衆
化
」
へ
の
取
り
組

み
は
、
す
で
に
始
ま
っ
て
い
る
。

株
式
会
社
エ
ネ
ル
ギ
ア
・コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
ズ
（
以
下
、
エ
ネ
コ
ム
社
）
が
進

め
る
「
ロ
ボ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー
構
想
」
が
そ

れ
だ
。
同
社
は
広
島
に
本
拠
を
置
く
中
国

電
力
の
グ
ル
ー
プ
会
社
で
、
情
報
通
信
関

連
サ
ー
ビ
ス
を
広
く
手
が
け
て
い
る
。

R
P
A
導
入
時
の
B
P
R
に
は
、
多

く
の
場
合
、
外
部
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

を
必
要
と
す
る
。
庁
内
の
人
材
教
育
・
育

成
も
必
要
だ
。
ロ
ボ
ッ
ト
が
実
際
に
稼
動

し
た
後
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
当
た
っ
て
も
、

日
本
R
P
A
協
会
が
打
ち
出
し
た

公
的
セ
ク
タ
ー
支
援
の
姿
勢

R
P
A
の
普
及
を
め
ざ
す
動
き
は
、
民

間
レ
ベ
ル
で
も
進
ん
で
い
る
。

「
わ
れ
わ
れ
が
め
ざ
し
て
い
る
の
は
、

R
P
A
を
地
方
の
中
小
企
業
、
自
治
体

様
に
も
広
く
使
っ
て
い
た
だ
く
『
大
衆
化
』

で
す
」
と
語
る
の
は
、
一
般
社
団
法
人
日

本
R
P
A
協
会
・
行
政
ア
カ
デ
ミ
ア
分

科
会
委
員
で
、
R
P
A
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
ズ

株
式
会
社
（
以
下
、
R
P
A
T
社
）
執
行

役
員
の
中
尾
哲
也
さ
ん
だ
。

同
協
会
は
、「
R
P
A
市
場
の
健
全
な

発
展
と
、
日
本
に
お
け
る
事
業
創
造
と
雇

用
創
造
へ
の
支
援
」
な
ど
を
目
的
と
し
て

28
年
7
月
に
発
足
。
国
内
の
主
要

I
C
T
ベ
ン
ダ
ー
や
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

企
業
の
ほ
か
、
学
識
経
験
者
、
金
融
機
関
、

監
査
法
人
、
人
材
派
遣
会
社
な
ど
で
構
成

さ
れ
て
い
る
。「
行
政
・
ア
カ
デ
ミ
ア
分

関
す
る
研
究
会
）
が
発
足
し
て
い
る
。

同
研
究
会
は
そ
の
目
的
を
、
前
出
・「
自

治
体
戦
略
2
0
4
0
構
想
研
究
会
」
報

告
な
ど
を
踏
ま
え
、「
地
方
自
治
体
に
お

け
る
業
務
プ
ロ
セ
ス
・
シ
ス
テ
ム
の
標
準

化
と
A
I
・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
の
活
用
に
つ

い
て
実
務
上
の
課
題
を
整
理
す
る
こ
と
」

と
し
て
い
る
。
学
識
経
験
者
の
ほ
か
、
業

務
効
率
化
の
自
治
体
間
ベ
ン
チ
マ
ー
キ
ン

グ
や
自
治
体
共
同
ク
ラ
ウ
ド
導
入
な
ど
に

取
り
組
む
自
治
体
（
町
田
市
、
豊
橋
市
、

千
葉
市
）
関
係
者
も
参
加
し
、
31
年
春
に

は
提
言
を
ま
と
め
る
予
定
だ
。

こ
の
よ
う
に
、
自
治
体
業
務
の
自
動
化

と
、
そ
の
た
め
の
業
務
の
標
準
化
に
向
け

た
動
き
は
、
着
々
と
進
ん
で
い
る
。

総
務
省
で
は
さ
ら
に
、
複
数
の
自
治
体

が
デ
ー
タ
を
共
同
で
管
理
・
運
用
す
る
「
自

治
体
ク
ラ
ウ
ド
」
も
進
め
て
い
る
。
ク
ラ

ウ
ド
上
で
複
数
の
自
治
体
が
共
同
で

R
P
A
を
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
れ
ば
、

運
用
面
で
も
コ
ス
ト
面
で
も
、
メ
リ
ッ
ト

は
さ
ら
に
大
き
く
な
る
。

そ
の
結
果
、
現
時
点
で
は
人
員
、
財
源

的
に
R
P
A
導
入
が
難
し
い
中
小
自
治

体
で
も
、
そ
の
恩
恵
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
る
だ
ろ
う
。
総
務
省
の
一

連
の
取
り
組
み
か
ら
は
、
こ
う
し
た
近
未

来
像
を
読
み
取
る
こ
と
が
で
き
そ
う
だ
。

■ 資料3　RPA 導入を検討している自治体

●都道府県
茨城県・埼玉県・東京都・神奈川県・静岡県・長野県・愛知
県・岐阜県・大阪府／和歌山県（共同実験）・京都府・徳島県・長
崎県・熊本県企業局　など

●市区町村
［北海道］札幌市　［宮城県］仙台市　［福島県］郡山市
［栃木県］小山市　［茨城県］つくば市・笠間市　
［千葉県］船橋市・市川市　
［東京都］葛飾区・足立区＊・港区・国分寺市・東大和市・町田市
［神奈川県］横浜市・鎌倉市　［長野県］塩尻市＊
［石川県］加賀市・金沢市企業局　［富山県］南砺市
［愛知県］一宮市・春日井市・犬山市　［三重県］桑名市
［滋賀県］大津市　［京都府］亀岡市
［大阪府］泉大津市＊・高槻市・枚方市・堺市
［奈良県］奈良市　［和歌山県］橋本市＊　
［兵庫県］神戸市・三田市　［広島県］廿日市市
［山口県］宇部市・下関市　［福岡県］福岡市
［熊本県］宇城市＊・熊本市＊・荒尾市　［沖縄県］那覇市　

など
※�実証実験済み、一部本導入も含む。
※総務省「業務改革プロジェクト」参加自治体（資料2参照）は、＊印
で示した。

（編集部調べ）
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現
場
で
の
マ
ン
ツ
ー
マ
ン
に
よ
る
支
援
が

欠
か
せ
な
い
。
東
京
な
ら
ば
、
こ
う
し
た

業
務
に
当
た
る
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
や
技
術

者
な
ど
の
人
材
は
豊
富
に
い
る
が
、
地
方

で
は
な
か
な
か
確
保
で
き
ず
、
そ
れ
が

R
P
A
普
及
の
阻
害
要
因
の
一
つ
に
な
っ

て
い
る
。

ま
た
、
財
政
基
盤
が
弱
い
（
特
に
地
方

の
）
中
小
企
業
・
自
治
体
に
と
っ
て

R
P
A
の
導
入
・
運
用
コ
ス
ト
は
、
基
幹

系
シ
ス
テ
ム
の
そ
れ
よ
り
は
安
価
と
は
い

え
、
新
た
な
、
そ
し
て
少
な
か
ら
ぬ
負
担

と
な
る
。

「
こ
う
し
た
問
題
の
解
決
を
め
ざ
す
の

が
、
ロ
ボ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー
で
す
」
と
語
る

の
は
、
エ
ネ
コ
ム
社
経
営
戦
略
本
部 

I
T

サ
ー
ビ
ス
事
業
部
長
の
梶
川
祐
朗
さ
ん

だ
。構

想
は
、
東
京
を
初
め
と
す
る
大
都
市

圏
に
比
べ
、
よ
り
深
刻
な
労
働
力
不
足
や

競
争
力
の
低
下
に
悩
ま
さ
れ
て
い
る
地
方

の
課
題
解
決
と
地
方
創
生
を
視
野
に
入
れ

て
進
め
ら
れ
て
お
り
（
資
料
4
）、
具
体

的
に
は
、
以
下
に
挙
げ
る
6
つ
の
領
域
で

の
基
盤
整
備
を
、
今
後
、
行
っ
て
い
く
。

・
R
P
A
ク
ラ
ウ
ド
基
盤

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
基
盤

・
R
P
A
ナ
レ
ッ
ジ
基
盤

・
ロ
ボ
ッ
ト
派
遣
基
盤

・
入
出
力
（
I
／
O
）
基
盤

・
R
＆
D
セ
ン
タ
ー
機
能

「
ひ
と
言
で
い
え
ば
、
R
P
A
の
導
入
・

運
用
に
必
要
な
人
材
、
技
術
を
広
島
に
集

め
る
と
い
う
構
想
で
す
」
と
、
梶
川
さ
ん

は
言
う
。

広
島
に
多
く
の
S
E
（
約
4
0
0
人
）

が
常
駐
し
て
、
ロ
ボ
ッ
ト
を
開
発
し
た
り
、

顧
客
へ
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
当
た
っ
た
り

す
る
。
近
年
、
ニ
ー
ズ
が
高
ま
っ
て
い
る

O
C
R
な
ど
の
先
端
技
術
に
つ
い
て
も
、

地
元
に
お
い
て
研
究
を
進
め
、
そ
の
基
盤

を
確
立
し
て
い
く
と
い
う
。
ま
た
、
こ
の

よ
う
に
、
R
P
A
に
必
要
な
人
材
や
機
能

を
集
約
す
る
こ
と
で
、
低
コ
ス
ト
化
も

図
っ
て
い
く
。

営
利
企
業
で
は
あ
る
が

地
方
創
生
に
貢
献
し
た
い

以
上
の
よ
う
な
将
来
展
開
を
見
据
え
エ

ネ
コ
ム
社
で
は
、
R
P
A
T
社
と
の
密
接

な
協
業
に
よ
る
ロ
ボ
ッ
ト
導
入
支
援
や
、

ロ
ボ
ッ
ト
実
行
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
同

社
の
ク
ラ
ウ
ド
上
で
提
供
す
る
と
い
っ
た

サ
ー
ビ
ス
を
、
中
国
地
区
に
お
い
て
開
始

し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
北
海
道
、
愛
知
、
徳
島
、
長

崎
、
沖
縄
な
ど
全
国
各
地
で
ロ
ボ
ッ
ト
セ

ン
タ
ー
構
想
に
賛
同
し
た
ベ
ン
ダ
ー
が
名

乗
り
を
あ
げ
、
互
い
に
連
携
し
な
が
ら
、

構
想
の
実
現
に
向
け
て
動
き
は
じ
め
て
い

る
と
の
こ
と
だ
。

「
わ
れ
わ
れ
は
営
利
を
追
求
す
る
企
業

で
は
あ
り
ま
す
が
、
地
方
へ
の
新
し
い
ひ

と
の
流
れ
を
つ
く
る
／
地
方
に
し
ご
と
を

エネコム社経営戦略本部ITサービス
事業部長・梶川祐朗さん

つ
く
り
、
安
心
し
て
働
け
る
よ
う
に
す
る

／
若
い
世
代
の
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の

希
望
を
か
な
え
る
／
時
代
に
合
っ
た
地
域

を
つ
く
り
、
安
心
な
く
ら
し
を
守
る
／
地

域
と
地
域
を
連
携
す
る

―
と
い
う
、

全
国
知
事
会
・
地
方
創
生
会
議
の
提
言
実

現
の
た
め
に
、
R
P
A
の
大
衆
化
を
通
し

て
貢
献
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
」。
梶

川
さ
ん
は
、
最
後
に
こ
う
締
め
く
く
っ

た
。

ロボットセンター構想
減少する地域の労働力を代替し、
各地で活躍する出稼ぎロボットを
生み出すロボットセンター

（エネコム社資料）

生産性の向上をはかり
地域企業の

競争力強化を支援する

急激に減少する
地方の労働力を補完し
働き方改革を推進する

SEの東京流出抑止と
構造転換

（脱下請け・派遣）

■ 資料4　エネコム社 ロボットセンター構想について
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レポート  自治体への RPA 導入をめぐる官民の動き

インタビュー

　レポートの最後に、エネコム社の梶川さんと山本英
え い

師
じ

さん（経営戦略本部 IT サービス事業部　
テクニカル営業チームマネージャー）、RPAT 社の中尾さんに、

自治体関係者へのメッセージをもらった。RPA をすでに導入している自治体、これから導入しようとする自
治体、いずれにも参考となる内容である。

ロボットは「非常に有能な新人」
教え導くことで大きな戦力に

コスト面や運用面での 
自治体の悩みに助言
山本　自治体様、特に規模の小さい市町村の担当者様からは、
「コストが RPA 導入に当たっての最大のネックになっている」
という声をよく頂戴します。確かに、RPA ソフトの低価格化
は進んではいるものの、実験的・限定的な導入でも、初期費
用や毎年発生するライセンス料などを考えれば、現時点では
「（手作業のための）臨時職員を一人雇うほうが安い」という
のが実情でしょう。さらに、導入業務を拡大していくと、セ
キュリティ確保のため、個人番号利用事務系、LGWAN 接続
系、インターネット接続系それぞれにロボットを置くといっ
たケースも出てきて、コストはさらに嵩んできます。
　また、中小規模の自治体様では、情報システム担当の職員
が 1人〜 2人しかいないことも珍しくありません。となると、
導入できたとしても、運用面での不安が残ります。RPA は、
導入は比較的簡単ですが、さらなる効率化のために「繰り返
しの処理」や「条件分岐」をつくろうとすると、俄然、難し
くなってくるからです。
　こうした自治体様のお悩みに対し助言やツールのご提案を
したり、総務省 中国総合通信局にフィードバックしたりしな
がら、RPA の普及、大衆化を進めているところです。

ツールの選定は 
公平な立場で
山本　「どうすればRPAをうまく導入できるのか、わからない」
という声もよくいただきます。そうした場合、導入に必須と
なる実証実験について図で示しながら、ご説明しています。
　実証実験のあり方は右図の❶〜❸の 3 つに分類されます。
❶は、われわれが、とりあえず無償でライセンスやノウハウ
を提供し自治体職員様主導で行う、❷は自治体様と業者が互
いに費用を負担して行うもので、つくば市様と NTT データ様
の例は、これに当たります。❸
は業者に全面的に委託して行う
もので、予算はあるが、マンパ
ワーは割けないというケースに
適しています。
　われわれは、「その自治体様が
どれに適しているか」という点
を見きわめて、いずれかの方法
を提案しています。

梶川　導入支援に際してのツール選定のアドバイスは、無償
で行っています。公平な立場で、当社のツールだけでなく、
他社のツールの特徴も踏まえつつ、その自治体様に合うと思
われるものをご紹介しています。いち業者としてではなく、
RPA の大衆化をめざす協会会員としてのスタンスですね。
　また、当社では中小規模の企業様、自治体様を視野に、実
証実験にかかる時間の短縮化、コストの低減化にも取り組ん
でいます。RPAを導入した場合、どのような仕事ができるのか、
どんなメリットがあるのかといったことを、1 週間程度の短
期間で、しかも低廉な価格で体験していただけるようなモデ
ルを、すでに発表しています。

RPA は IT というより 
人事の要素が強い
中尾　われわれには、「RPA は、IT の要素より人事の要素が
強い」という思いがあります。
　ロボットは新人と同じです。最初は何もわからない。それ
を一から育てていく必要があります。作業マニュアルをきち
んと示しつつ、やるべき作業をていねいに教えていく。新し
い作業が発生したら、経験のある先輩がその処理の仕方を考
え、教えてあげる。そうしていくと新人はいつしか、大きな
戦力になります。逆に、何も教えずに放置すれば、新人は動
けません。動いても間違った結果ばかり出してしまいます。「ロ
ボット＝新人」であり、新人を育て、導いていくという意味
で「人事」なのです。そしてロボットは、非常に有能な新人です。
　RPAの導入・運用に当たっては、こうしたスタンスで臨めば、
大きな成果が得られると思います。 

自治体関係者へのメッセージ

（エネコム社資料）

実証実験 評　価 ツール選定 選定事業者選定 導　入

❶
職員による
実証実験

❷
事業者との
共同実証実験

一定の
効果あり

ツールの
特定あり

ツールの
入札

職員による
導入促進

❸
委託による
実証実験

効果なし ツールの
特定なし プロポーザル

職員による
導入促進
＋

事業者による
導入支援

■ 図　地方公共団体における RPA 導入イメージエネコム社：山本英師さん


